
岡山市ＩоＴ・ＡＩ等先端技術導入支援補助金交付要綱取扱要領 

 

（定義） 

第１条 岡山市ＩоＴ・ＡＩ等先端技術導入支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）で使用する

用語の意義は、以下のとおりとする。 

（１）「ＩｏＴ」とは、単に従来から行われている単独機械の自動化や工程内の生産管理の導入にとど

まらず、複数の機械等がネットワーク環境に接続され、そこから収集される情報・データを活用して

、①監視（モニタリング）、②保守（メンテナンスサービス）、③制御（コントロール）、④分析（

アナライズ）のいずれか又は複数を行うことを指す。 

（２）「ＡＩ」とは、人間の使う言語の理解や、データ・経験から論理的な推論、学習を行うプログラ

ムやソフトウェアのことで、「ＡＩの導入」とは、ＩｏＴ機器等で収集されたデータを、これらのプ

ログラムを活用して分析等を図ることを指す。 

（３）「ロボット」とは、「センサー、知能・制御系、駆動系の３つの要素技術を有する知能化した機

械システム」及び「ＲＰＡ【 Robotic Process Automation ロボティックプロセスオートメーション

】人間がコンピュータを操作して行う作業を、ソフトウェアによる自動的な操作によって代替するも

の」を指す。 

（４）「労働生産性」とは、「付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）」を「労働投入量（労働

者数又は総就業時間）」で除した値とする。 

（５）「労働生産性向上」とは、業務改善、業務改革、製品・サービスの開発等による「付加価値向上

」や「労働投入量の削減」等で、同条（４）の値が向上することをいう。 

（補助金交付対象者の選定手続） 

第２条 補助金交付対象者の選定は以下の手続による。 

（１）補助金の交付の申請をしようとするものは、募集期間内に、岡山市ＩоＴ・ＡＩ等先端技術導

入支援補助金に係る申請書（様式Ａ）、補助事業計画書（様式Ｂ）の応募書類（以下「応募書類

」という。）を市長に提出するものとする。なお補助事業等に応じて枝番が異なるものとする。 

（２）市長は、募集期間終了後、事業計画書の内容が要綱に定められた要件を満たしている応募者

（以下「応募者」という。）の中から、次の手順で補助金交付対象者を選定する。 

ア 応募書類を審査し、総得点が満点の６割以上の応募者について、補助金交付要望額の合計額

が予算の範囲内の場合は、該当する全ての応募者を補助金交付対象者とする。 

イ 応募書類を審査し、総得点が満点の６割以上の応募者について、補助金交付要望額の合計額

が予算の範囲を超える場合は、予算の範囲内において、得点上位の応募者から順次補助金交付

対象者とする。 

ウ 補助金交付対象者の選定後、申請辞退等による予算額の残額が発生し、次点応募者がある場

合、次点応募者から順次繰り上げて追加選定できるものとする。 



（３）要綱別表２の「検証済み先端技術導入事業」について、要綱第４条第７号ア（一般枠）に規定

する対象者から募集・選定を行った後、予算が余った場合においては、スケジュール等を勘案し

て要綱第４条第７号イ（補充枠）に規定する対象者の追加募集の有無を決定するものとする。 

（４）要綱第４条第７号イ（補充枠）の場合必要となる、独自に実施済みの検証作業等の内容が具体

的にわかるものは様式Ｈによるものとする。 

（補助金の交付の手続） 

第３条 補助金の交付は、以下の手続きによる。 

（１）補助金交付対象者に選定された応募者は、要綱第７条に定める様式により、補助事業に着手す

る前に補助金の交付の申請を行うものとする。 

（２）要綱第７条第１号に規定する補助事業計画書は様式Ｂによるものとし、同意書は様式Ｇによる

ものとする。ただし、補助事業計画書については応募時点の様式Ｂをもって充てることとし、そ

の様式及び添付資料の変更があったもののみ添付することとする。 

（計画変更） 

第４条 補助事業の計画を変更するときは、要綱第９条に規定する補助事業計画変更・中止（廃止）

申請書（様式第３号）に補助事業変更計画書（様式Ｄ）を添付するものとする。 

（実績報告） 

第５条 要綱第１２条第１号に規定する事業実施報告書は様式Ｅ、労働生産性への影響がわかるもの

は様式Ｃ、補助事業に係る契約関係及び経費支出の証拠書類は発注書（契約書）、納品書、請求書

及び支払いが確認できる書類（いずれも写し可）を添付するものとする。 

（報告） 

第６条 要綱第１５条第２項に規定する報告は、岡山市ＩоＴ・ＡＩ等先端技術導入支援補助金経過報

告書（様式Ｆ）によるものとする。 

 

附 則（令和２年８月２８日決裁） 

１ この要領は、令和２年度の補助事業の募集から適用する。 

附 則（令和３年５月２７日決裁） 

２ この要領は、令和３年度の補助事業の募集から適用する。 

 

 


